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適正減量を目指した糖尿病予防の個別健康教育における

強力介入群と通常介入群の比較
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目的 糖尿病予防対策として個別健康教育が広く実施され効果を得ているが，本邦で実施されて

いるプログラム例と海外のプログラム，とくに米国の Diabetes Prevention Program (DPP）
のそれとでは大きな違いがあり，DPP では面接回数が多くより強力な介入を行っている。

本研究の目的は，糖尿病予防の個別健康教育における面接回数の多寡による介入効果の短期

的な差を検討することである。

方法 対象は福島県耶麻郡西会津町の住民で，平成14年または平成15年の健康診断で空腹時血糖

値が95 mg/dl 以上126 mg/dl 未満の値を示し，平成16年の事前検査で Body Mass Index
(BMI）が23.0以上かつ空腹時血糖値126 mg/dl 未満・糖負荷後 2 時間血糖値200 mg/dl 未満

（糖尿病型でない）で，がん，心筋梗塞，脳血管疾患，腎疾患の既往のない44歳から69歳ま

での男女25人である。居住地区を単位として面接回数の多い（月に 2 回：n＝11）強力介入

群と通常の面接回数である（月に 1 回：n＝14）通常介入群とに無作為に割り付け，生活習

慣の変容を通して少なくとも 7％以上の体重減少を目指した個別健康教育を 6 か月間実施

した。

成績 強力介入群と通常介入群との間で，介入前における基本属性に有意な差はみられなかっ

た。介入の結果，体重が 7％以上減少したのは，強力介入群で 5/11人（46％），通常介入群

で3/14人（21％）であった。体重は両群とも有意に低下し，強力介入群で－3.5 kg（P＜
0.0001），通常介入群で－1.8 kg（P＝0.02）の変化がみられた。性，年齢，介入前の体重値

を調整した両群の変化の差（強力介入群の変化－通常介入群の変化）は，－2.0 kg（95％信

頼区間－4.0，－0.05；P＝0.045）で統計学的に有意であった。BMI，皮下脂肪面積も，通

常介入群に比べ強力介入群で有意により大きく低下した。一方，負荷後 2 時間血糖値および

その他の検査結果には両群間で統計学的に有意な変化の差はみられなかった。

結論 6 か月間の介入による短期効果の点からみて，月に 1 回の面接指導と月に 2 回の面接指導

はともに過体重者または肥満者の体重を減少させた。体重減少は面接指導を月に 1 回よりも

2 回行う方が 2 kg 大きく，強力な介入はより効果的な糖尿病予防に資する可能性が示唆さ

れた。

Key words：糖尿病予防，過体重，肥満，減量，個別健康教育，面接回数
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Ⅰ 緒 言

糖尿病は病状の進展とともに網膜症，腎症，神

経障害など多種の合併症が患者の QOL を低下さ

せ，死亡率の上昇をまねき，医療経済的にも大き

な負担を社会に強いている1,2)。本邦における糖

尿病の増加が懸念されており，平成14年に実施さ

れた厚生労働省の調査報告では，20歳以上の国民

のうち糖尿病が強く疑われる者は約740万人（平

成 9 年調査，約690万人），糖尿病の可能性を否定

できない者は約880万人（平成 9 年調査，約680万

人）と推計され，患者数が急速に増大している3)。

現段階では糖尿病に対する根治的治療は存在せ

ず，その予防の重要性が指摘され，軽症耐糖能異

常や過体重・肥満のある者に対する生活習慣改善

を目指した個別健康教育プログラムが世界的に開

発されてきた4～10)。本邦においても効果の実証さ

れたプログラムが開発され実施されている11,12)。

国内外いずれの介入も生活習慣改善・糖尿病予防

効果を示唆しているが，各プログラム間にはその

介入方法・プロトコールに大きな違いがあり，ま

た，少なくとも短期的な効果，特に体重減少効果

をみる限り介入効果にも違いがみられている。わ

が国で実施されているプログラムの一つは，平成

11年旧厚生省（現厚生労働省）実施のモデル事業

とそれを受けた個別健康教育ワーキンググループ

で検討された「指導者マニュアル」に基づくもの

で（以降，指導者マニュアル式と表記），6 か月

間に 5 回の面接（加えて 2 回の支援レター送付）

を行うものとされている11,12)。一方，生活習慣改

善による最も大きな糖尿病予防効果を実証してい

る介入の一つである米国の Diabetes Prevention

Program (DPP）では 6 か月間で16回の面接を行

っている4～6)。指導者マニュアル式では 4 か月間

で 4 kg 以上体重低下を達成した者の割合が13％

であると報告されているのに対し11,12)，DPP の

生活習慣改善群では 6 か月間で体重を 7％以上減

少させるという目標の達成割合は50％である6)。

先行する疫学研究の結果は，介入後 6 か月程度の

間に 5％以上の十分な体重減少効果を得ること

が，糖尿病予防の介入で重要であることを示唆し

ている13～19)。

指導者マニュアル式介入プログラムと DPP の

それとでは，指導内容，使用する教材や指導環

境，その他多くの相違があるが，われわれは今

回，面接回数の違いがその短期的な効果の一部に

影響を及ぼしているとの仮説を立てた。本研究の

目的は，空腹時血糖値95–125 mg/dl で過体重ま

たは肥満のある日本人成人を対象として，指導者

マニュアル式個別健康教育プログラムと，より面

接回数を増やしてより強力に介入した場合の効果

の違いを，6 か月後の体重変化を主要効果指標と

し，非ランダム化比較試験の研究デザインにより

検討することである。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 対象

対象は福島県耶麻郡西会津町の一般地域住民で

ある。同町は平成 5 年から琉球大学，女子栄養大

学の指導のもと，食生活の改善等によって脳血管

疾患による死亡率の減少がみられるなど，大きな

成果を上げている自治体であり20～23)，現在各種

健康寿命延伸事業を実施している22,24)。

この健康寿命延伸事業の一環として，西会津町

の G 地区または W 地区に居住し，平成14年また

は平成15年の基本健康診査で空腹時血糖値が95

mg/dl 以上126 mg/dl 未満の値を示した40歳から

69歳までの男女266人（G 地区118人，W 地区148

人）に，糖尿病予防を目的とした健康教室の事前

検査受診を呼びかけた。この空腹時血糖値の範囲

は，DPP の対象者選定基準の一つである6)。事前

検査受診を呼びかけた者のうち，受診を希望した

のは41人であった（G 地区18人，W 地区23人）。

この事前検査受診希望者に身長・体重測定，75

g 糖負荷試験等を行い，身長・体重から算出した

Body Mass Index(BMI) が23.0以上25)かつ糖負荷

試験から糖尿病型でないことを確認でき（空腹時

血糖値126 mg/dl 未満かつ糖負荷後 2 時間血糖値

200 mg/dl 未満26)），がん，心筋梗塞，脳血管疾

患，腎疾患の既往のない25人（G 地区11人，W

地区14人）を，適正減量を目指した糖尿病予防教

室対象者とした。この教室対象者に研究のプロト

コールを文書と口頭により説明した。適格者25人

中，25人（100％）から文書による研究参加の同

意を得た。なお，上記適格基準の設定に際しては，

DPP のそれをモデルとしたが，DPP では，空腹

時血糖値95 mg/dl 以上126 mg/dl 未満，かつ，糖

負荷後 2 時間血糖値が140 mg/dl 以上200 mg/dl



124124 第53巻 日本公衛誌 第 2 号 平成18年 2 月15日

未満を研究対象者の適格基準としている6)。一方

で DPP は，上記 2 つの基準のうちいずれか一方

を満たす者においても将来的に糖尿病罹患リスク

は高いことが予想されるため，いずれか一方の条

件を満たす者を対象とした研究の必要性に言及し

ている6)。このため，本研究では，血糖値に関し

ては基本健康診査時の空腹時血糖値95 mg/dl 以

上126 mg/dl 未満のみを適格基準として採用し

た。また，DPP では BMI 22.0以上のアジア系米

国人に対して減量の介入を行っているが，本研究

では WHO のアジア人に対する過体重の判定基

準に従い，BMI 23.0以上を過体重または肥満と

し25)，減量を目指した介入の適格基準とした。

DPP では 6 か月間で平均して体重が 7％減少し

たと報告されているため6)，平均体重60 kg の者

が対象であるとすると，強力介入により平均4.2

kg の体重減少が予想される。一方，指導者マニ

ュアル式で報告された体重変化は 4 か月間で1.6

kg であることから11,12)，通常介入により 6 か月

間で2.4 kg の体重減少が予想される。以上から，

強力介入群と通常介入群の体重変化の差を1.8 kg

と仮定すると，その標準偏差が1.5 kg 程度であれ

ば，本研究の G 地区11人，W 地区14人の対象者

数は，検出力80％以上，危険率 5％未満で群間差

を検出できる。

本研究プロトコールは，東北大学大学院医学系

研究科倫理委員会の承認を得ている。

2. 介入

G 地区を強力介入群（n＝11），W 地区を通常

介入群（n＝14）に無作為に割り付けた。G 地区，

W 地区は西会津町全 5 地区の中でともに山間部

に位置し，住環境・社会環境の類似性の高い地区

である。

ベースライン調査は，「耐糖能異常の健康教育

用キット（保健同人社)｣27)を用い，食生活状況，

運動習慣（現在月に 1 回以上行う運動）の有無，

1 日あたり平均歩行数，服薬状況，糖尿病家族

歴，喫煙，飲酒状況等を調査した。食生活状況調

査は，フードモデルを用いて量・頻度法により対

象者の過去 1，2 か月間の食習慣について聞き取

りを行い，結果をコンピュータソフト「知食

ver.2.03」に入力のうえ，食品・栄養素摂取量を

推定した。「知食 ver.2.03」では，聞き取り調査

で得られた結果から，四訂日本食品標準成分表28)

に基づいて各食品・栄養素摂取量を算出している。

1 日あたり平均歩行数は，平日 2 日間の歩数計測

定値の平均値である。その他の項目の調査は問診

によった。すべての問診は訓練された保健師・管

理栄養士が行い，結果は問診した保健師・管理栄

養士が調査票に記入した。

強力介入群には月に 2 回の間隔で計10回の面接

指導（加えて，1 回の支援レター送付）を行い，

通常介入群には月に平均 1 回の間隔で計 5 回の面

接指導（加えて，1 回の支援レター送付）を行っ

た。通常介入群に対しては原則として指導者マニ

ュアル式プロトコールにしたがって指導を行

い12)，強力介入群に対しては，原則的には通常介

入群に対して行うメニューを 2 回繰り返した（表

1）。ただし，強力介入群の第 8 回指導で行った栄

養実習は，通常介入群では行っていない。面接で

は対象者 1 人に対して保健師 1 人・管理栄養士 1

人，計 2 人が30分から45分の時間面接し，食生

活，運動，飲酒等に関する調査により各個人の問

題点を明らかにした上で，次回面接までの生活改

善目標を設定，指導した。また，本教室では，自

宅での実践の参考となるよう，個人面接と前後し

て 2 人から 4 人の集団を対象とした運動実技，栄

養実技を行った（表 1）。

強力介入群・通常介入群いずれの群においても

個人目標は，6 か月間で体重を少なくとも 7％以

上減少させることとした。この 7％は，DPP にお

いて用いられている目標である5,6)。

3. 効果指標

主要効果指標は，教室前後における体重の変化

である。副次的効果指標は，ウエスト値，ウエス

ト・ヒップ比，内臓脂肪面積，皮下脂肪面積，糖

負荷後 2 時間血糖値，糖負荷後 1 時間血糖値，空

腹時血糖値，HbA1c 値，インスリン値，各種血

中脂質濃度である。

すべての体重測定は，軽装素足で行った。採

血・糖負荷試験は検査前日21時以後の絶食で，当

日午前中に行った。ウエスト値の測定は訓練され

た保健師が吸気時と呼気時の 2 回臍レベルで水平

に行い，2 回の測定値の平均を採用した。ヒップ

値は，大転子位で水平に 1 回測定した。内臓脂

肪・皮下脂肪面積は，腹部 CT 写真の内臓脂肪計

測ソフトによる解析により算出した。腹部 CT 撮

影は GE 横川メディカルシステムズ High speed
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表１ 強力介入群・通常介入群別，適正減量を目指した糖尿病予防のための健康教育プログラム，実施時期お

よび参加人数

強力介入群 通常介入群

実施時期 参加人数 指導内容 実施時期 参加人数 指導内容

事前調査 平成16年
6 月 2 日–
7 月 2 日

11 オリエンテーション，
医師講和
生活調査票・食生活状
況調査票の記入
同意書の記入

初回指導 7 月 8 日 11 『個人面接』
生活プロフィール調査
結果の説明
指導方針に基づき対象
者と目標を設定

第 2 回指導 7 月29日 11 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定

第 3 回指導 8 月 5 日 11 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
運動実技・ウォーキン
グ

第 4 回指導 8 月26日 11 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
運動実技・ウォーキン
グ

第 5 回指導 9 月 9 日 10 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
運動実技・ラバーバン
ドの筋力トレーニング

第 6 回指導 9 月16日 11 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
運動実技・ラバーバン
ドの筋力トレーニング

第 7 回指導 10月 7 日 7 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
食事指導・栄養クイズ

第 8 回指導 10月21日 11 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
食事指導・栄養実習

第 9 回指導 11月 4 日 9 『支援レター』
『集団指導』
運動実技・水中運動

第10回指導 11月18日 8 『集団指導』
運動実技・水中運動

第11回指導 12月 2 日 9 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』

第12回指導 12月16日 9 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定
『集団指導』
運動実技・踏み台昇降
運動

事後検査 12月14･15日 11 身体測定・血液検査・
糖負荷試験等

最終指導 平成17年
2月24･25日

11 各種検査結果返却
医師講和
修了式

事前調査 平成16年
6 月 2 日–
7 月 2 日

14 オリエンテーション
生活調査票・食生活状
況調査票の記入
同意書の記入
身体測定・血液検査・
糖負荷試験

初回指導 7 月 9 日 14 『個人面接』
生活プロフィール調査
結果の説明
指導方針に基づき対象
者と目標を設定

第 2 回指導 8 月 6 日 14 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定

『集団指導』
運動実技・ウォーキン
グ

第 3 回指導 9 月10日 14 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定

『集団指導』
運動実技・ラバーバン
ドの筋力トレーニング

第 4 回指導 10月 8 日 10 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定

『集団指導』
食事指導・栄養クイズ

第 5 回指導 11月 5 日 8 『支援レター』
『集団指導』
運動実技・水中運動

第 6 回指導 12月 3 日 12 『個人面接』
目標達成状況の確認，
新たな目標を設定

『集団指導』
運動実技・踏み台昇降
運動

事後検査 12月14･15日 14 身体測定・血液検査・
糖負荷試験等

最終指導 平成17年
2 月24･25日

14 各種検査結果返却
医師講和
修了式
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表２ 強力介入群と通常介入群の介入前における基本属性

強力介入群 通常介入群 P 値

例数 11 14
女性（人)(％) 10( 90.9) 8( 57.1) 0.09*
平均年齢（歳)(標準偏差) 58.2( 5.7) 57.2( 7.4) 0.72†

降圧薬服用（人)(％) 0( 0.0) 3( 21.4) 0.23*
コレステロール低下薬服用（人)(％) 0( 0.0) 2( 14.3) 0.49*
糖尿病家族歴あり（人)(％) 0( 0.0) 3( 21.4) 0.23*
現在喫煙（人)(％) 0( 0.0) 2( 14.3)
生涯非喫煙（人)(％) 9( 81.8) 7( 50.0) 0.32*
現在飲酒（人)(％) 3( 27.3) 5( 35.7)
生涯非飲酒（人)(％) 7( 63.6) 7( 50.0) 0.86*
1 日あたり平均歩行数（歩)(標準偏差) 8441.8(3564.8) 10781.0(3880.3) 0.14†

運動習慣（現在月に 1 回以上行う運動）あり（人)(％) 3( 27.3) 7( 50.0) 0.41*
1 日あたり平均総エネルギー摂取量（kcal)(標準偏差) 2074.2( 501.9) 2187.7( 474.1) 0.57†

1 日あたり平均炭水化物摂取量(g)(標準偏差) 282.9( 68.6) 281.8( 62.3) 0.97†

1 日あたり平均たんぱく質摂取量（g)(標準偏差) 85.2( 24.8) 80.5( 17.0) 0.58†

1 日あたり平均総脂質摂取量(g)(標準偏差) 62.3( 17.0) 62.3( 22.9) 1.00†

1 日あたり平均緑黄色野菜摂取量（g)(標準偏差) 127.3( 89.9) 159.6( 181.9) 0.60†

1 日あたり平均砂糖摂取量（g)(標準偏差) 33.5( 20.1) 32.4( 26.0) 0.91†

1 日あたり平均食塩摂取量（g)(標準偏差) 18.6( 6.7) 16.6( 5.1) 0.42†

* x2 検定または Fisher の正確検定（Fisher exact test)
† Student t–検定
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DX/I を用い，空腹時臍レベルの単スライスで，

呼気位相とした。腹部・皮下脂肪面積の計算は，

内臓脂肪計測 PC ソフト「Fat Scan Ver.2.0」（N2

システム株式会社）を使用した29)。

4. 統計解析

ベースライン時点での強力介入群と通常介入群

の性別等の割合の比較は x2 検定（1 つのセルに

入る度数が 5 以下の場合，Fisher の正確検定），

年齢等の平均値の差の比較は Student t–検定によ

った。介入前後における各検査値の変化の群内比

較は paired t–検定により，強力介入群と通常介

入群間での変化の差の比較は共分散分析（AN-

COVA; analysis of covariance）によった。共変量

は，性，年齢，教室開始前の各検査値である。解

析は統計解析ソフト SAS, Version 9.130)を用い

た。すべての検定は両側検定を行い，P＜0.05を

有意水準とみなした。中性脂肪は正規分布してい

なかったため，対数変換の後（自然対数），各解

析を行った。

Ⅲ 研 究 結 果

強力介入群，通常介入群の介入前における基本

属性を表 2 に示す。強力介入群，通常介入群で女

性の占める割合はそれぞれ91％，57％と強力介入

群で多かったが，両群間に有意差はなかった。年

齢の平均値は，強力介入群で1.0歳高かったが，

両群間で有意な差を認めなかった。服薬状況・糖

尿病家族歴，喫煙・飲酒状況，1 日あたり平均歩

行数，運動習慣の有無，食品・栄養素摂取量にも

有意な差は認めなかった。

介入の結果体重が 7％以上減少したのは，全体

で8/25人（32％）であった。このうち，強力介入

群では5/11人（46％），通常介入群で3/14人（21％）

が目標を達成していた。

教室開始前および 6 か月後の各検査結果の群内

および群間比較結果を表 3 に示す。教室開始前の

各検査値には両群間で統計学的に有意な差はみら

れなかった。教室終了後には，体重は両群とも有

意に低下し，強力介入群で－ 3.5 kg （ P ＜

0.0001），通常介入群で－1.8 kg（P＝0.02）変化

し，性，年齢，介入前の体重値を調整した両群の

変化の差（強力介入群の変化－通常介入群の変化）

は，－2.0 kg（95％信頼区間－4.0, －0.05；P＝

0.045）で統計学的に有意であった。BMI，皮下
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表３ 教室前後における検査結果の群内変化および変化の群間比較

検査項目 群
教室開始前
(標準誤差)

6 か月後
(標準誤差) P 値*

調整済み 2 群間の変化の差†

(強力介入群の変化–
通常介入群の変化)
(95％信頼区間)

P 値†

体重（kg) 強力介入群 59.9( 1.9 ) 56.4( 1.6 ) ＜.0001
－2.0(－4.0, －0.05) 0.045

通常介入群 62.4( 1.8 ) 60.6( 2.0 ) 0.02
BMI（kg/m2) 強力介入群 25.6( 0.5 ) 24.2( 0.5 ) ＜.0001

－0.84(－1.6, －0.04) 0.041
通常介入群 25.6( 0.6 ) 24.9( 0.7 ) 0.02

ウエスト（cm) 強力介入群 85.2( 1.3 ) 81.4( 1.6 ) 0.007
－1.5(－4.5, 1.4) 0.28

通常介入群 84.5( 1.8 ) 82.0( 1.6 ) 0.004
ウエスト・ヒップ比 強力介入群 0.90( 0.02) 0.88( 0.01) 0.10

－0.006(－0.040, 0.029) 0.73
通常介入群 0.88( 0.01) 0.87( 0.01) 0.24

内臓脂肪面積（cm2) 強力介入群 95.8(11.8 ) 85.8(10.0 ) 0.38
－8.7(－35.1, 17.7) 0.50

通常介入群 107.2( 9.6 ) 110.5(12.8 ) 0.60
皮下脂肪面積（cm2) 強力介入群 200.5(10.0 ) 156.6( 6.4 ) ＜.0001

－27.7(－45.4, －10.1) 0.003
通常介入群 211.2(17.0 ) 189.8(13.5 ) 0.008

負荷後 2 時間血糖値
（mg/dl)

強力介入群 141.6(13.1 ) 128.0(12.4 ) 0.28
－10.5(－36.1, 15.2) 0.40

通常介入群 132.0( 7.8 ) 133.1( 6.7 ) 0.88
負荷後 1 時間血糖
(mg/dl)

強力介入群 186.7(14.4 ) 156.9(16.3 ) 0.02
－12.7(－45.0, 19.7) 0.42

通常介入群 174.9( 9.5 ) 161.9( 9.7 ) 0.20
空腹時血糖値
(mg/dl)

強力介入群 95.0( 2.1 ) 97.9( 2.9 ) 0.27
－0.26(－7.1, 6.6) 0.94

通常介入群 100.4( 3.3 ) 102.8( 2.3 ) 0.34
HbA1c（％) 強力介入群 5.25( 0.11) 5.15( 0.06) 0.07

－0.04(－0.15, 0.08) 0.52
通常介入群 5.26( 0.08) 5.19( 0.05) 0.27

インスリン
（mU/ml)

強力介入群 6.53( 0.94) 4.45( 0.99) 0.002
－1.24(－3.97, 1.49) 0.36

通常介入群 7.70( 1.69) 5.70( 1.08) 0.16
総コレステロール
(mg/dl)

強力介入群 207.0( 5.7 ) 196.0( 5.8 ) 0.08
－17.2(－41.8, 7.5) 0.16

通常介入群 217.6( 8.8 ) 218.2(11.7 ) 0.94
HDL コレステロール
(mg/dl)

強力介入群 58.9( 2.9 ) 64.1( 3.8 ) 0.02
－0.6(－8.5, 7.3) 0.87

通常介入群 55.9( 3.4 ) 65.0( 3.4 ) 0.008
LDL コレステロール
(mg/dl)

強力介入群 132.3( 5.0 ) 115.5( 4.7 ) 0.01
－18.1(－37.1, 0.9) 0.061

通常介入群 137.0( 8.7 ) 132.0( 9.4 ) 0.43
loge（中性脂肪)
(中性脂肪；mg/dl)

強力介入群 4.38( 0.12) 4.25( 0.12) 0.21
－0.26(－0.73, 0.22) 0.27

通常介入群 4.77( 0.13) 4.59( 0.15) 0.31

* paired t–検定.
† 性，年齢，教室開始前各検査値で補正した共分散分析．
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脂肪面積も体重と同様に両群で有意に低下し，両

群の調整済み変化の差も統計学的に有意であっ

た。ウエストは両群で有意に低下し，HDL コレ

ステロールは有意に上昇したが，両群間で有意な

変化の差はみられなかった。糖負荷後 1 時間血糖

値，インスリン値，LDL コレステロール値は，

強力介入群でのみ有意に低下したが，両群間の変

化の差に有意差はみられなかった。糖負荷後 2 時

間血糖値は，強力介入群で低下し，通常介入群で

上昇したが，いずれも有意差はなかった。その他

の検査値には，統計学的に有意な変化はみられな

かった。

体重，BMI，皮下脂肪面積の変化は，対象者

を女性に限定しても，全対象者で解析した場合の

結果と大きな違いはなかった（表 4）。

Ⅳ 考 察

地域在住の空腹時血糖値95–125 mg/dl で過体

重または肥満の者を，強力介入群（6 か月で面接

回数10回）と通常介入群（同 5 回）に分けて適正

減量を目指した個別健康教育を行い，その効果を

比較した。その結果，月に約 2 回の面接を行った
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表４ 女性における教室前後の体重，BMI，皮下脂肪面積の群内変化および変化の群間比較

検査項目 群
教室開始前
(標準誤差)

6 か月後
(標準誤差) P 値*

調整済み 2 群間の変化の差†

(強力介入群の変化–
通常介入群の変化)
(95％信頼区間)

P 値†

体重（kg) 強力介入群 59.0( 1.8) 55.7( 1.6) 0.0002
－1.7 (－3.2, －0.1) 0.034

通常介入群 60.3( 1.5) 58.5( 1.3) 0.009
BMI (kg/m2) 強力介入群 25.7( 0.6) 24.2( 0.5) 0.0002

－0.70(－1.39, －0.02) 0.044
通常介入群 25.9( 0.7) 25.2( 0.7) 0.009

皮下脂肪面積（cm2) 強力介入群 204.4( 10.1) 159.2( 6.5) 0.0002
－28.1(－50.4, －5.7) 0.018

通常介入群 246.3(15.4) 214.7(15.4) 0.008

* paired t–検定.
† 性，年齢，教室開始前各検査値で補正した共分散分析．
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強力介入群は，月に約 1 回の面接を行った通常介

入群に比べ，体重，BMI，皮下脂肪面積がより

大きく低下し，強力介入群での体重減少は，通常

介入群より 2 kg 大きかった。本研究結果は，面

接回数の違いがその短期的な効果の一部に影響を

及ぼすという仮説を支持するものと考えられる。

渡辺らは軽症耐糖能異常者に対する月約 1 回の

個別健康教育を 4 か月間実施し，平均して1.6 kg

の体重低下を観察したと報告している11)。本研究

では介入期間 6 か月間で，月に約 1 回の個別健康

教育を行った群において平均1.8 kg の体重低下を

観察した。本研究結果は，介入期間の違いはある

ものの，渡辺らの結果とほぼ一致するものであ

る。一方，本研究では，月に約 2 回の強力介入群

で平均3.5 kg の体重低下を観察し，強力介入群と

通常介入群との体重低下の差，－2.0 kg は統計学

的に有意であった（ P＝0.045）。こうした結果

は，通常の個別健康教育の面接回数を，月に 1 回

から 2 回にすることで，より大きい体重減少効果

を得ることができることを示唆するものである。

適正減量を目指した糖尿病予防の介入において

は，介入初期，特に介入開始から 6 か月以内に

5％以上の十分な体重減少を得ることが必要であ

ることが示唆されている13～19)。DPP では，介入

開始後 6 か月で体重を 7％以上減少させるという

目標を明確に打ち出しており，この 7％は，体重

が少ないほど糖尿病リスクが低くなり，体重の意

図的減少により糖尿病リスクが減少し，多くの減

量プログラムで 6 か月 5–10％程度の減量が可能

であることを報告した疫学データに基づき，決定

したとしている5)。本研究において体重が 7％以

上減少したのは，強力介入群46％，通常介入群

21％で，強力介入群での目標の達成割合46％は

DPP の50％とほぼ同じであり，通常介入群のそ

れは，強力介入群の1/2以下であった。DPP には

アジア系米国人も対象者に含まれ，このサブグ

ループでは，他の人種群と比較してより大きな糖

尿病予防効果が報告されている（平均2.8年の追

跡，対照群と比較した糖尿病罹患率の低下：アジ

ア系米国人群71％，全体58％）。したがって，

DPP の 6 か月介入後の目標，7％以上の体重減少

は，本邦においても十分に参考になるものである

と考えられ，本研究において強力介入群が通常介

入群の 2 倍以上この目標を達成したことは，面接

回数を増やして強力に介入することが将来的な糖

尿病リスクの減少に寄与する可能性を示唆して

いる。

DPP と並んでアジア系人種を対象者に含んだ

大規模な介入の一つである中国の Da Qing IGT

and Diabetes Study では，介入開始後 1 か月間は

毎週面接，以後 3 か月間は月に 1 回，さらにそれ

以降，3 か月に 1 回の面接を継続するというプロ

トコールを採用している7)。介入当初に強力に介

入しているのが特徴であるが，介入当初 6 か月間

の面接回数は 7 回で指導者マニュアル式と大きな

相違はない。Da Qing IGT and Diabetes Study に

おいても，対照群と比較した生活習慣改善群での

糖尿病罹患リスクの低下が観察されている。しか

しながら，低下の程度は，DPP の71％に比べ小

さく，31％（食事改善群），46％（運動推進群），

42％（食事改善＋運動推進群）と報告されて

いる7)。
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頻回な面接指導を必要とする個別健康教育の問

題点の一つは，多くの人的，物的費用がかかるこ

とである。したがって，より頻回に面接を行うこ

とでより多くの費用を使うことは，費用対効果の

点から正当化されねばならないだろう。この点に

関しては今後の研究が必要であり，短期的な検討

では，減量に対する費用対効果分析が必要であ

り，中長期的な検討では，糖尿病予防に対する同

分析が必要である。

本研究において，糖負荷後 2 時間血糖値は強力

介入群で低下し，両群間の変化の差は－10.5 mg/

dl であったが，これらの結果はいずれも統計学

的に有意なものではなかった。今後頻回の面接に

よって，体重の変化とともに血糖値も同様に改善

するかどうか，また中長期的には糖尿病罹患リス

クの低下が観察されるかどうかの検討が必要で

ある。

空腹時血糖値等多くの検査値には両群間で統計

学的に有意な変化はみられなかった。本研究対象

者の空腹時血糖値は平均で100 mg/dl を下回って

いた。したがって，介入によって空腹時血糖値が

変化する余地が元々少なかった可能性がある。

本研究にはいくつかの方法論的限界がある。第

1 に，本研究は対象者個人を単位として無作為に

2 群に割り付けず，居住地区を単位として割り付

けた。したがって両群間の基本特性に何らかの違

いがある可能性がある。しかしながら，対象とし

た 2 地区は西会津町 5 地区のうち，互いに隣接し

てともに山間部に位置し，社会的背景は極めて類

似している。また，平均年齢や教室開始前の栄養

摂取・運動状況，各種検査結果には有意な差はみ

られなかった。さらに，両群間の検査値の変化比

較に際しては共分散分析を用い，性，年齢，教室

開始前の各検査値を補正している。なお，有意差

はなかったものの，両群で男女の比率が異なって

いるため，女性に限定した解析も行ったが，結果

に大きな変化はみられなかった（表 4）。以上の

ように居住地区を単位として 2 群に割り付けたこ

とによる影響を可能な限り考慮したが，それでも

なお，G 地区では月 2 回参加可能な意欲の高い

層が集まった可能性は否定できない。対象者が

266人（G 地区118人，W 地区148人)→41人（G

地区18人，W 地区23人）と絞られていく中で両

地区に大きな不均衡はみられず（G 地区15.3％，

W 地区15.5％），教室適格者に研究のプロトコー

ルを説明し，25人中，25人（100％）が研究に参

加したものの，無作為割り付けをしなかったこと

による影響，特に対象者の意欲の差は完全に除外

できなかったであろう。したがって，本研究結果

は，今後ランダム化比較試験によって検証される

必要がある。

第 2 に，本研究では 6 か月という比較的短期間

の効果しか検討していない。生活習慣の改善が継

続し，諸検査値の改善が継続することで，糖尿病

の罹患率が十分減少するかどうか，今後観察を継

続する必要がある。しかしながら，DPP では，6

か月間で 7％以上の体重減少を達成した者の割合

が50％の場合，2.8年間での糖尿病減少効果は，

58％であると報告されている。本研究の強力介入

群における 7％以上の体重減少達成割合は46％と

DPP とほぼ同じであるから，本研究強力介入群

においても，中長期的にみた十分な糖尿病予防効

果を，ある程度期待できるかも知れない。

第 3 に，本研究は中山間部居住の主に女性を対

象としていることである。都市部在住者や男性集

団でも同様の結果がみられるかどうかは分からな

い。したがって，今後異なる集団においても面接

回数を増やすことにより，より大きな健康教育の

効果が得られるかどうかの検討が必要である。

第 4 に，本研究では，介入後の生活習慣を把握

しておらず，どのような生活習慣の変容が体重，

BMI，皮下脂肪面積の減少に寄与したのかを検

討できなかった。しかしながら，本研究で用いた

介入内容は，栄養・運動・飲酒等の一般的な生活

習慣のそれぞれについて個人個人の問題点を明ら

かにし，介入するものであるから12)，対象者個人

の特性に応じたそれぞれの生活習慣改善が寄与し

たものと推測される。

本研究結果は，面接回数を増やすというより強

力な介入により，より大きい体重減少効果が得ら

れることを示した。本研究結果は，本邦における

糖尿病予防のための，より効果的な個別健康教育

プログラム開発の余地がいまだ存在する可能性を

示唆している。

本研究は，福島県耶麻郡西会津町・健康寿命延伸事

業の一環として行われました。女子栄養大学の学長・

香川芳子先生，教授・二見大介先生，専任講師・石井
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和先生のご指導に深謝申し上げます。また，西会津町

担当者である町長・山口博續氏，同町健康福祉課の課

長・藤田潤一氏，課長補佐・渡部英樹氏，職員・薄

清久氏のご協力に深謝申し上げます。

（
受付 2005. 4.22
採用 2005.11.25)
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COMPARISON OF INTENSIVE AND MODERATE INDIVIDUAL
LIFE-STYLE INTERVENTION PROGRAMS FOR OVERWEIGHT

OR OBESE PERSONS WITH FASTING GLUCOSE LEVELS
OF 95–125 mg/dl IN JAPAN

Shinichi KURIYAMA*, Taichi SHIMAZU*, Atsushi HOZAWA*, Mitsuko YABE2*,
Mikiko TASAKI2*, Yoko MONONAGA2*, Michiko SAKAI2*, Chihaya MIURA2*,

Fumie ITO2*, Takako ITO2*, Hatsue YABE2*, Sachie NITTA2*,
Reiko SUZUKI3*, Kazuki FUJITA3*, Ryoichi NAGATOMI4*, and Ichiro TSUJI*

Key words：diabetes prevention, overweight, obesity, weight loss, fasting glucose levels of 95–125 mg/dl,
individual health education, frequency of education classes

Objectives There are considerable diŠerences in individual health education programs for persons at
high risk of type 2 diabetes between ordinary Japanese life-style modiˆcation programs and the
Diabetes Prevention Program in the US, the former being relatively moderate and the latter more
intensive. We therefore compared the eŠectiveness of intensive and moderate intervention, focus-
ing on the frequency of individual educational classes.

Methods The subjects were men and women aged 44–69 years living in Nishiaizu town, Fukushima
prefecture in Japan. Their fasting plasma glucose concentration was between 95 and 125 mg/dl at
health examinations conducted in 2002 or 2003. They also had a body mass index (BMI) of 23.0
or higher, a fasting plasma glucose concentration of 125 mg/dl or lower and a post-load plasma
glucose concentration (2 h) of 199 mg/dl or lower in the 2004 survey. We assigned the subjects
according to their residences to an intensive life-style intervention group (two education classes
per month; n＝11) or a moderate intervention group (one education class per month; n＝14).
The main outcome measure was the change in body weight after 6 months of intervention.

Results The loss of body weight was －3.5 kg (P＜.0001) in the intensive intervention group and －1.8
kg (P＝0.02) in the moderate group, and the net diŠerence in body weight loss between the
groups was －2.0 kg (95％ conˆdence interval －4.0 to －0.05; P＝0.045) after adjustment for
age, sex, and baseline body weight. BMI and subcutaneous fat area showed similar results. The
post-load plasma glucose concentration (2 h) and other tested values showed no signiˆcant net
change between the two groups.

Conclusions Intensive and moderate intervention both reduced body weight in overweight or obese per-
sons at high risk of type 2 diabetes. The intensive intervention, two sessions of individual educa-
tion classes per month, was signiˆcantly more eŠective than the moderate one for reducing body
weight.

* Division of Epidemiology, Department of Public Health and Forensic Medicine, Tohoku
University Graduate School of Medicine.

2* Nishiaizu, Yama-gun, Fukushima.
3* Center for Preventive Medicine and Salutogenesis, Tohoku Fukushi University.
4* Division of Medicine and Science in Sports and Exercise, Department of Functional Medi-

cal Science, Tohoku University Graduate School of Medicine.


